
　

　　　

『保存要件は大きく２つ』

・真実性、改ざんを防ぐための措置を取る（どれか一つで良い）

①タイムスタンプが付されたデータを受け取る→取引先の対応

②データに速やかにタイムスタンプを押す

③データの訂正・削除が記録されるシステムで受取り保存

④訂正削除の防止に関する事務処理規定を整備

→ 自社で修正や削除防止に関する事務所規定を定める。

国税庁のHPで事務所規定のサンプルがあります。

・可視性の確保（全部が必要）

①システムの概要・マニュアルを備え付ける

②ディスプレイやアプリ、プリンタ等でいつでも出力できるようにする

③日付・金額・取引先で検索できるようにする

→ 検索簿の作成例も国税庁のHPで公開されています。
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～顧問先のご紹介～

令和5年6月号

第262号

なかまクリニック 様 ～ ６／１ 太田に脳神経外科・内科がオープンします！！～

相続について、お気軽にご相談ください。

一日３組の予約制です。

無 料 相 談 会

☎ 0277-45-2160

申告期限は

10ヶ月です

6/17㈯・24㈯
9時～12時 13時～17時

税理士法人向田会計
桐生市末広町6-10

当院では、ＭＲＩなどの検査を

受診当日におこなうため、

診断と治療方針が迅速にできます。

脳神経外科専門医だからこそできる

地域密着の通いやすい病院にしていきます。

2022年1月から始まった電子帳簿保存法。今年いっぱいで猶予期間も終わり、

2024年1月からは本格導入となります。当初の厳しいハードルは大幅に下げられて

いますが、どこから手をつけて良いかわからない、そもそもデータ保存等の横文字に

弱い、と言った方も多くいらっしゃるようですので、もう一度おさらいし、この半年でス

ムーズな事務処理ができるようにしましょう。

電子帳簿保存法

国税関係の帳簿書類を

電子データで保存する

ことを認める法律

電帳法３つのポイント

①電子帳簿等の保存

電子的に作成した帳簿書類をデータのまま保存

②スキャナ保存

紙で受領・作成した書類を画像データで保存

③電子取引

電子的に授受した取引情報をデータで保存

何から手をつけたら良いか分からない人は

データ保存が義務化される“電子取引”から始めよう！

会社にとって、大量の紙保存がなくなったり、情報を共有できるなどメリット

はたくさん有りますが、それでも、請求書等の取引すべてを電子化するには、

各取引先との調整も必要です。電帳法自体が毎年のように微調整している

ことを踏まえると、高額なシステム導入に踏み切るのはまだ早そうです。

もちろん、現段階からシステムを導入して、完全な電子化を実現できれば業務の

効率化は格段にあがります。

～電子取引とは～

注文書や領収書などの取引情報を、メールで受け取ったり、インターネットのホーム

ページからダウンロードしたりと、電子的な方法でやりとりする方法です。

《例》・電子メールで請求書や領収書等を受け取った

・クラウドサービスで請求書や領収書を受け取った

・クレジットカードの利用データをダウンロード

・特定の取引に係るEDIシステム

・ペーパレス化されたFAX機能を持つ複合機

電帳法対応システムを導入すれば、手間が省け時短

にもなり、ゆくゆくは人件費削減も期待できます。しか

し、コストがかかりますし、スペックが高くなれば、コス

トも比例して高くなります。

会社の現在の電子化がどのくらい進んでいるのかを

判断して、システム導入か否か決めましょう。

HD・USB

クラウド

紙

電子保存するからには、データの保存場所が必要です。もちろん、ハードディスク、

USBもそうですが、クラウド上に書庫のように書類を保管できるものもあります。万

一、動かなかったりすることを考えるとバックアップのような保管場所も考えた方が

良さそうです。

本格的なシステムを導入せずに電帳法をクリアするには・・

電子取引の保存要件をクリアすること

システム

が必要

システムを導入しない

または

安価な文書管理システ

ム

のみ導入する

上記の「真実性」と「可視性」を確保できれば、

システム導入のような大掛かりなことはしなくて

も良いと言うことです。

ただし、保存場所やバックアップも考えると、比

較的安価な文書管理システム（クラウド上の書

庫）導入は考えた方が良いかもしれません。

電子保存したものを改ざんした場合の罰則を設けたり、逆に優良電子帳簿には

罰則の軽減措置を盛り込んだり、まだまだ、電帳法は細かい規定が盛沢山で、全

てを理解し対応していくのは相当の労力が必要です。

書類のやり取りだけでなく、お金のやり取りまで電子取引で行う時代がやってき

つつあります。少しづつ無駄のない無理のない範囲で進めていきましょう。

やはりよく分からないと言う方は、当所使用のシステム

会社でも対応可能ですので、担当までご相談ください。


